有　期　（パート）雇　用　契　約　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5年超の更新をしない場合）

雇用期間：令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

 (1)本契約をもって最終とする　
　

(2)甲は次の各号の全てが充足された場合に限り、乙との労働契約を更新する。更新するときは再度労働条件を見直す。

①就業規則、誓約書その他会社のルールを遵守できること
②常に上司の指示をよく守り他の従業員と協調して職務を遂行できること

③契約期間中に無断欠勤、遅刻をしていないこと

④懲戒事由に該当する行為がないこと

⑤心身ともに健康であること
⑥事業場の移転、縮小、廃止などの事情が生じていないこと

⑦契約期間中に業務上、無事故無違反であること
⑧顧客とトラブルがないこと

⑨その他労働契約の本旨に従った労務の提供ができること

　　　　　　(3)前号により更新する場合でも、通算5年を超えて（または4回を超えて）更新しない。

就業場所
：　当社所在地
　　　　　(1)就業場所の変更はない。
職種

：　●●業務
　　　　　(1)乙は上記の職務に限定され、甲が異なる職務に就かせるときは、乙の同意を要する。

　　　　　(2)トラブル対応、決済事項等に関しては単独で処理してはならない。


労働時間
：  ９時00分～18時００分　　休憩12時から13時（60分間）　実働８時間００分

　　　　　(1)時間外労働はなし。但しやむを得ない場合を除く。

(2)遅刻、早退、欠勤するときは事前に社長まで連絡すること。
休日　 ：　●、●曜日
休　暇  ：年次有給休暇（法定通り）
賃　金
：時給　1,110（基本時給888円、時間外割増分222円）
時給の中にはあらかじめ、時間外割増賃金が含まれる。
支払い日
：毎月1日～当月末日までを翌月10日に支払う（10日が休日のときはその前日）。
　　　　　(1)賃金は乙以外のいかなる第三者に対しても支給または手交しない。

昇　給　：なし

賞与　：なし
退職金
：なし

退職
：契約期間の満了により自動退職となる。但し期間中においても以下の事由があるときは、その時点で自動退職となる。
(1)契約期間内でも乙より退職を申し出て、甲が承認したとき（承認日）
(2)乙が契約期間中に資格停止となったとき（資格停止日）

(3)乙の無断欠勤又は音信不通が連続して1ヶ月に及んだとき（1ヶ月経過日）

(4)乙が他の事業所に就職（役員就任を含む）又は自営していることが判明したとき（最後の出勤日）
(5)甲が退職を勧奨して、乙が合意したとき（合意した日）


解　雇　：以下の事由がある場合は、契約期間中といえども解雇する。
(1)精神又は身体の障害その他、債務の本旨に従った労働の提供ができないとき
(2)乙の故意又は過失による事故（利用者とのトラブルを含む）が契約期間中に2回を超えるとき

(3)甲の経営上、人員整理が必要となったとき
(4)乙の能力不足又は執務態度不良により、改善の見込みがないとき

(5)その他上記に準ずる事由のあるとき

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

特　約：１．

相談窓口：●●部（担当××）


乙は以上の内容を確認し、理解した上で甲との雇用契約を申し込み、上記に関し、お互いに承諾諾したことの証として各々1通保管する。こと雇用期間の(1)から(3)の更新に関する事項については、乙は充分な納得をした上で、契約を申し込むものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
甲　所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

乙　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　（5年超の更新をする場合）

雇用期間：令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

 (1)本契約をもって最終とする　
　

(2)甲は次の各号の全てが充足された場合に限り、乙との労働契約を更新する。更新するときは再度労働条件を見直す。

①就業規則、誓約書その他会社のルールを遵守できること
②常に上司の指示をよく守り他の従業員と協調して職務を遂行できること

③契約期間中に無断欠勤、遅刻をしていないこと

④懲戒事由に該当する行為がないこと

⑤心身ともに健康であること
⑥事業場の移転、縮小、廃止などの事情が生じていないこと

⑦契約期間中に業務上、無事故無違反であること

⑧顧客とトラブルがないこと

⑨その他労働契約の本旨に従った労務の提供ができること

　　　　　　(3)甲において通算契約期間が5年を超える場合は、乙は無期労働契約に変更することができる。無期転換した場合の労働条件は、職務・就業場所の限定がなくなり、定年は60歳の誕生日の属する給与締切日とし、60歳を超えて無期転換した場合は●歳の誕生日の属する給与締切日を定年とし、これら以外は従前と同様とする。
就業場所
：（雇入れ直後）当社所在地　　　（変更の範囲）就業場所の変更はない。

職種

：（雇入れ直後）　●●業務　　　（変更の範囲）乙は左記の職務に限定され、甲が異なる職務に就かせるときは、乙の同意を要する。

　　　　　(1)トラブル対応、決済事項等に関しては単独で処理してはならない。


労働時間
：  ９時00分～18時００分　　休憩12時から13時（60分間）　実働８時間００分

　　　　　(1)時間外労働はなし。但しやむを得ない場合を除く。

(2)遅刻、早退、欠勤するときは事前に社長まで連絡すること。
休日　 ：　●、●曜日

休　暇  ：年次有給休暇（法定通り）

賃　金
：時給　1,110（基本時給888円、時間外割増分222円）

時給の中にはあらかじめ、時間外割増賃金が含まれる。
支払い日
：毎月1日～当月末日までを翌月10日に支払う（10日が休日のときはその前日）。
　　　　　(1)賃金は乙以外のいかなる第三者に対しても支給または手交しない。

昇　給　：なし

賞与　：なし

退職金
：なし

退職
：契約期間の満了により自動退職となる。但し期間中においても以下の事由があるときは、その時点で自動退職となる。

(1)契約期間内でも乙より退職を申し出て、甲が承認したとき（承認日）

(2)乙が契約期間中に資格停止となったとき（資格停止日）

(3)乙の無断欠勤又は音信不通が連続して1ヶ月に及んだとき（1ヶ月経過日）

(4)乙が他の事業所に就職（役員就任を含む）又は自営していることが判明したとき（最後の出勤日）

(5)甲が退職を勧奨して、乙が合意したとき（合意した日）


解　雇　：以下の事由がある場合は、契約期間中といえども解雇する。
(1)精神又は身体の障害その他、債務の本旨に従った労働の提供ができないとき

(2)乙の故意又は過失による事故（利用者とのトラブルを含む）が契約期間中に2回を超えるとき

(3)甲の経営上、人員整理が必要となったとき

(4)乙の能力不足又は執務態度不良により、改善の見込みがないとき

(5)その他上記に準ずる事由のあるとき

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

特　約：１．

相談窓口：●●部（担当××）


乙は以上の内容を確認し、理解した上で甲との雇用契約を申し込み、上記に関し、お互いに承諾諾したことの証として各々1通保管する。こと雇用期間の(1)から(3)の更新に関する事項については、乙は充分な納得をした上で、契約を申し込むものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

甲　所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

乙　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
�この文言は実物ではカット


�


期間雇用のメリット：正社員より期間満了で解約し易い。かつ職務限定であれば、職務変更や配転制限があるが、その業務との関連で履行不能の場合解約しやすい。


デメリット：非正規雇用であるので安定志向者は応募を敬遠。


�今回が最終契約であと1回だけ更新するときはこちらに○。(2)との併用はダメ。どちらか選択


�期間雇用契約にする場合は、更新しない場合の事由を明確化しておく。その他条件があれば追記。


�契約が通算5年を超えたところで無期転換権が生じる。それが困るなら契約の初めからその期待権を遮断しておく。4回というのは1年契約にしている場合のこと。(2)との併用。(1)との併用不可。


�職種移動がないなどなるべく正社員と人材活用の仕組みが異なる要素がある方が望ましい


�就業場所に同じく、�配転がないなどなるべく正社員と人材活用の仕組みが異なる要素がある方が望ましい


�正社員と明らかに責任の程度が違う項目があれば入れておく


�主業務以外（雑務など）に付かせる予定がない場合は、職務限定契約にすると、その職務との関係でそれができない場合、解除しやすくなる（配転等の考慮が要らない）。なるべく限定が望ましい


�残業をさせないなどなるべく正社員と人材活用の仕組みが異なる要素がある方が望ましい


�パート労働法により必須記載事項


�自動退職条項の例。必要ないものは削除。


この条件が成就されたときは自動的に退職となることを理解して契約してもらうこと。


�一応解雇事由を列記した。就業規則があればそれによるとして、列記の必要はなし。


但し法的に期間契約中の解雇は非常に難しい。


�何か特段に取り決めしておきたいことがあれば記載。


�パート労働法により必須記載事項


25年4月より改正の労働契約法及び労基法�を意識して、特に雇用期間の更新事項については充分に説明して納得を得る。但し個別合意があっても、就業規則の内容が上回れば、不利益な個別同意は否定される


�この文言は実物ではカット


�


期間雇用のメリット：正社員より期間満了で解約し易い。かつ職務限定であれば、職務変更や配転制限があるが、その業務との関連で履行不能の場合解約しやすい。


デメリット：非正規雇用であるので安定志向者は応募を敬遠。


�今回が最終契約であと1回だけ更新するときはこちらに○。(2)との併用はダメ。どちらか選択


�期間雇用契約にする場合は、更新しない場合の事由を明確化しておく。その他条件があれば追記。


�職種移動がないなどなるべく正社員と人材活用の仕組みが異なる要素がある方が望ましい


�就業場所に同じく、�配転がないなどなるべく正社員と人材活用の仕組みが異なる要素がある方が望ましい


�正社員と明らかに責任の程度が違う項目があれば入れておく


�主業務以外（雑務など）に付かせる予定がない場合は、職務限定契約にすると、その職務との関係でそれができない場合、解除しやすくなる（配転等の考慮が要らない）。なるべく限定が望ましい


�残業をさせないなどなるべく正社員と人材活用の仕組みが異なる要素がある方が望ましい


�パート労働法により必須記載事項


�自動退職条項の例。必要ないものは削除。


この条件が成就されたときは自動的に退職となることを理解して契約してもらうこと。


�一応解雇事由を列記した。就業規則があればそれによるとして、列記の必要はなし。


但し法的に期間契約中の解雇は非常に難しい。


�何か特段に取り決めしておきたいことがあれば記載。


�パート労働法により必須記載事項


25年4月より改正の労働契約法及び労基法�を意識して、特に雇用期間の更新事項については充分に説明して納得を得る。但し個別合意があっても、就業規則の内容が上回れば、不利益な個別同意は否定される





